
様式 １　公表されるべき事項

外国人技能実習機構（法人番号5010405015455）の役職員の報酬・給与等について（令和７年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

  ② 令和７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和７年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当機構は、外国人の技能等の修得等に関し、技能実習の適正な実施及び技能実習生
の保護を図り、もって人材育成を通じた開発途上地域等への技能等の移転による国際協
力を推進することを目的として、特別の法律に基づき平成29年1月25日に設立された認可
法人であり、事業のための財源は国からの交付金の割合が80.7％であることから、役員報
酬の水準を検討するにあたっては、国の指定職俸給表適用者の報酬水準を参考とした。

当機構は、役員報酬規程により、勤勉手当について、人事評価の業績評価の結果等を
考慮し、理事長が定める割合を乗じて支給している。

役員報酬基準は、月額及び特別手当から構成されている。月額について
は、役員報酬規程に則り、本俸（941千円）に地域手当（本俸に100分の20を
乗じて得た額）、通勤手当、単身赴任手当のうち支給の該当する手当を加
算して算出している。特別手当については、役員報酬規程に則り、本俸、地
域手当の月額、本俸月額に100分の25を乗じて得た額、本俸及び地域手当
の月額に100分の20を乗じて得た額に、国の指定職俸給表適用者に準じた
割合を乗じて得た額としている。

なお、令和７年度は、人事院勧告に基づく給与法の改正に伴い指定職俸
給表が改定されたことに準じて役員報酬規程を改正し、同報酬について、
同水準の割り増し改定（改定率＋2.8％）を行った。

法人の長に同じ。
※ただし、理事の本俸月額については、役員報酬規程に則り、933千円を

上限として理事長が定めることとしている。

法人の長に同じ。
※ただし、監事の本俸月額については、役員報酬規程に則り、933千円

を上限として理事長が定めることとしている。

監事（非常勤）の報酬基準は、役員報酬規程に則り、月額249千円とし

ている。
なお、令和７年度は、給与法の改正に伴い指定職俸給表が改定された

ことを受け同改定率及び他法人の改定状況を参考とし、報酬について、
同水準の割り増し改定（改定率＋2.77％）を行った。



２　役員の報酬等の支給状況
令和７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,925 11,292 5,375
2,258

0
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

17,671 10,224 5,181
2,045

221

（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

16,183 9,528 4,535
1,906

214

（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

16,399 9,528 4,780
1,906

185

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,108 9,528 4,535
1,906

139

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,988 2,988 0
0
0

（地域手当）
（通勤手当）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人の長

A理事

B理事

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

A監事

B監事
（非常勤）

C理事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】
当該役員の報酬は、国家公務員の給与に準じて設定されており妥当な

水準であると考える。また、役員の職務内容の特性を鑑みても妥当な報酬

水準であると考える。

当機構は、外国人の技能等の修得等に関し、技能実習の適正な実施及

び技能実習生の保護を図り、もって人材育成を通じた開発途上地域等へ

の技能等の移転による国際協力を推進することを目的としている。
この目的を達成するため、法人の長である理事長には機構全体の業務を

統括し組織の円滑な運営を行う必要があり、強力な指導力や高いマネジメ
ント能力等を発揮することが求められる。

こうした職責を踏まえ、理事長の報酬は、国の指定職俸給表の5号俸適
用者の報酬と比較考量した上で決定しており、その報酬を下回っているこ
とから、その報酬水準は妥当なものと考える。

当機構は、外国人の技能等の修得等に関し、技能実習の適正な実施及

び技能実習生の保護を図り、もって人材育成を通じた開発途上地域等への

技能等の移転による国際協力を推進することを目的としている。
この目的を達成するため、法人の役員である理事は、理事長を補佐し、そ

の担当する業務を総括し、職員を指揮監督する必要があり、強力な指導力
や高いマネジメント能力等を発揮することが求められる。

こうした職責を踏まえ、理事の報酬は、国の指定職俸給表の4号俸適用者
の報酬の範囲内で理事長が決定することとし、令和７年度においては指定
職３号俸相当額又は指定職２号俸相当額としていることから、その報酬水準
は妥当なものと考える。

当機構は、外国人の技能等の修得等に関し、技能実習の適正な実施及

び技能実習生の保護を図り、もって人材育成を通じた開発途上地域等へ

の技能等の移転による国際協力を推進することを目的としている。
この目的を達成するため、監事は、主務大臣から任命された独立の機関

として、当機構の業務及び財務の状況等が適正かつ効率的に行われて
いるかを監査することにより、健全な業務運営を確保することが求められる。

こうした職務の特性を踏まえ、監事の報酬は、国の指定職俸給表の4号
俸適用者の報酬の範囲内で理事長が決定することとし、具体的には指定
職2号俸相当額としていることから、その報酬水準は妥当なものと考える。

当機構は、外国人の技能等の修得等に関し、技能実習の適正な実施及

び技能実習生の保護を図り、もって人材育成を通じた開発途上地域等への

技能等の移転による国際協力を推進することを目的としている。
この目的を達成するため、監事は、主務大臣から任命された独立の機関と

して、当機構の業務及び財務の状況等が適正かつ効率的に行われている
かを監査することにより、健全な業務運営を確保することが求められる。

こうした職務の特性を踏まえ、監事（非常勤）の報酬は、主務官庁である厚
生労働省所管の労働に関する事業を行う独立行政法人の監事（非常勤）の
報酬水準と同程度であることから、その報酬水準は妥当なものと考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事

法人の長

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事

法人での在職期間

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし法人の長

理事

監事
（非常勤）

監事

該当者なし

当機構においては、勤勉手当について、人事評価の業績評価の結果等を考慮し、理
事長が定める割合を乗じて支給している。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和７年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

当機構は、外国人の技能等の修得等に関し、技能実習の適正な実施及び技能実習
生の保護を図り、もって人材育成を通じた開発途上地域等への技能等の移転による国
際協力を推進することを目的として、特別の法律に基づき平成29年1月25日に設立され
た認可法人であり、事業のための財源は国からの交付金の割合が80.7％であることから、
職員給与の水準を検討するにあたっては、国の行政職俸給表（一）適用者の給与水準
に準じて決定することとした。

当機構は、職員給与規程により、勤勉手当について、人事評価の業績評価の結果等を
考慮し、理事長が定める割合を乗じて支給することとしている。

職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（職務手当、扶養手当、地域手当、広域異動
手当、寒冷地手当、超過勤務手当、管理職員特別勤務手当、通勤手当、単身赴任手
当、住居手当、期末手当及び勤勉手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給の月額＋扶養手当の月額＋俸給及び
扶養手当の月額に対する地域手当及び広域異動手当の月額＋役職段階別加算＋管
理職加算）に一般職給与法に準じて定める割合を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の
期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給の月額＋俸給の月額に対する地域手当
及び広域異動手当の月額＋役職段階別加算＋管理職加算）に一般職給与法に準じて
定める割合を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に
応じた割合を乗じて得た額としており、令和４年度から常勤職員に加え、非常勤職員（契
約職員）に対しても支給を開始している。

令和６年度人事院に基づく国家公務員の給与見直しを踏まえ、①職員給与に係る俸
給表の引き上げ（３級から７級については初号近辺の号俸をカットして各級の初号の額
を引上げ（最大３．５万円）、 ８級から10級については昇格時の俸給上昇幅(最大５万円
の上昇)拡大）、②扶養手当の改定（配偶者に係る手当を廃止。子に係る手当を13,000
円に引上げ。２年間で段階的に実施するため、令和７年４月１日から令和８年３月31日の
間は、配偶者に係る手当が3,000円、子に係る手当を11,500円とした。）、③地域手当の
級地区分を７級地から５級地に再編し、支給割合を設定（俸給、職務手当及び扶養手当
の月額の合計額の20、16、15、12、10、６、３％に相当する額→20、16、12、８、４％に相
当する額。ただし令和７年度中は経過措置として、引下げは最大１ポイントまで、引上げ
は０ポイントから４ポイントまで。）及び④通勤手当及び単身赴任手当の改定（通勤手当
について、支給限度額を15万円に引上げ、採用時から新幹線等に係る通勤手当や単
身赴任手当の支給を可能とする要件の改定）に係る給与規程等の改定を行い、令和７
年４月１日に施行した。

また、令和７年人事院勧告に基づく国家公務員の給与見直しを踏まえ、①職員給与に
係る俸給表の引き上げ（平均3.3％）及び役員報酬の引き上げ（行政職俸給表（一）10級
の平均改定率（2.8％）と同程度）、②期末手当及び勤勉手当の支給月数を年間0.05月
分の引き上げ、③通勤手当（交通用具使用者）の距離区分について、200円から7,100
円までの幅で引上げに係る職員給与規程等、及び役員報酬規程に係る改定を行い、令
和７年４月１日に遡って施行した。



２　職員給与の支給状況等

　①　常勤職員の数

注：常勤の在外職員、任期付職員及び再雇用職員（再任用職員）を含む全ての常勤職員の総数

　②　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

140 43.6 7,240 5,289 180 1,951
人 歳 千円 千円 千円 千円

140 43.6 7,240 5,289 180 1,951

人 歳 千円 千円 千円 千円

227 56.7 5,292 3,821 143 1,471
人 歳 千円 千円 千円 千円

227 56.7 5,292 3,821 143 1,471

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員（再任用職員）を除く。

　また、在外職員、任期付職員及び再任用職員については、該当者がいないため記載を省略した。
注２：研究職種、医療職種及び教育職種については、該当者がいないため記載を省略した。
（以下、⑤まで同じ。）
注３：「年間給与額」は、時間外手当を除く給与の額

区分

全常勤職員（令和８年４月１日時点）：　　284人

事務・技術

うち所定内

うち同一の職種等により通年で給与が支給された職員（対象常勤職員）：　　140人

令和７年度の年間給与額（平均）

総額
人員

非常勤職員

事務・技術

常勤職員

うち賞与平均年齢



③

注１：②の年間給与額から通勤手当等を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注２：20歳から23歳の階層について、該当者が２人以下であるため、第１・第３四分位折れ線及び平均額を示す点を表示していない。

④

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

12 54.3 9,715

33 50.7 8,269

51 44.0 6,539

⑤

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

53.7 52.5 53.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.3 47.5 46.9

％ ％ ％

         最高～最低 56.5～41.5 58.6～42.8 55.9～42.2

％ ％ ％

55.2 53.7 54.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.8 46.3 45.6

％ ％ ％

         最高～最低 50.4～40.6 51.4～42.2 50.9～41.4

一律支給分（期末相当）

最高～最低

賞与（令和７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員及び再雇用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均年齢人員

一律支給分（期末相当）

8,219～4,804

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

　代表的職位
　 ・本部課長
　 ・本部係員
　 ・係長相当

千円

10,272～8,888

年間給与額

9,756～6,596

区分

管理
職員

一般
職員

0
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２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人
千円



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

（法人の検証結果）

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

対国家公務員
指数の状況

国家公務員より低い水準である。
　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　 95．1

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　94．2

・年齢勘案　　　　　　　　　　96．8

・年齢・地域勘案　　　　 　　95．3

項目

　給与水準の妥当性の
　検証

（主務大臣の検証結果）
　国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 80.7％】
（国からの財政支出額7,689,008千円、支出予算の総額

9,532,379千円：令和７度予算）
【累積欠損額 なし（令和６年度決算）】
【管理職の割合27.1％（常勤職員数140名中38名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 76.4％（常勤職員数140名中107
名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 54.0％ 】

（支出総額7,384,595千円、給与・報酬等支給総額3,990,988千
円：令和６年度決算)

当機構については、国と同様の給与制度としているため、俸給、
諸手当は国と同等の水準となっている。

当機構の本部・地方事務所が主要都道府県に所在し、地域手
当の支給対象者の割合が高い(※）こと及び住居手当の支給対象
者の割合が高いことを踏まえても、年齢・地域・学歴勘案について
国を下回っていることから、当機構の給与水準は妥当なものと考
える。

※支給対象者割合
地域手当 ： 当機構95.7％、国家公務員（行一）85.1％
住居手当 ： 当機構47.1％、国家公務員（行一）30.5％
（国家公務員（行一）は、令和７年国家公務員給与実態調査第

９表から算出）

（扶養親族がいない場合）
〇 22歳（大卒初任給）

月額 237,600円 年間給与 3,920,000円
〇 35歳（本部係長）

月額 344,760円 年間給与 5,689,000円
〇 50歳（本部課長）

月額 591,000円 年間給与 9,752,000円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者3,000円、子1人につき11,500円）を
支給

当機構は、職員給与規程により、勤勉手当について、人事評価の業績評価の結果等を考慮し、理事長が定める
割合を乗じて支給している。

今後も、人事院勧告の内容等を勘案しつつ、引き続き、国家公務
員の給与水準を十分に考慮し、給与水準の適正化に努めることと
する。



Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D) 6,496 209,502 370,173 514,495 544,659 545,429 582,631 627,138 644,258 671,203
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

3,788,814 3,841,349

福利厚生費

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

5,016

2,868

4,530

最広義人件費

2,868
非常勤役職員等給与

2,967,653 3,684,5591,545,54953,788

退職手当支給額

478 2,868 2,868 2,868

- - - -

2,324,612 3,167,196 3,236,757 3,288,037

区　　分

給与、報酬等支給総額
46,814 1,333,179 3,598,962

-

2,868

4,184,461

3,742,536

5,739

2,868

4,378,281

3,990,988

1,685

2,908

4,639,839

4,141,706

4,863

2,988

4,820,760

職員の定年年齢は65歳である。なお、常勤職員については、60歳に達した管理監督職の職員は非管理監督職
に後任又は転任（降給を伴う転任に限る。）をする制度を設けているほか、基本給について60歳に達した日後に
おける最初の４月１日以後、７割水準とすることとしている。

特になし

・「給与、報酬等支給総額」：対前年度比 ３.８％増
・「最広義人件費」：対前年度比 ３.９％増

支給人員が増えたため




